






















本論文のもう 1つの目的は、目標管理のコンティンジ ι ンシー・アプローチを提示することである。目
標管理を導入するH本企業は多L、。とりわけ、近年では何人の業績を客観的に評価する人事評価制度とし
て目標管理は注目されている。しかしながら、その現状は上手くいっているとは言い難 ~'o その理由や解
決の示唆として、本論文では職務特質を考慮した回標管理のコンティンジェンシー・アプローチを提示す
る。目標管理はただ 1つの固定されたねらいやしくみをもっ制度ではなく、あるねらいと、そのねらいに
合ったしくみをもっ様々なタイプが存在するじそして、それぞれのタイプに合った職務特質で目標管理は
上手く展開し、そのねらい通りの効果を生むと考えられる。本論文の後半では、筆者が1999年に荘阪化学
メーカーA社を対象として行ったアンケート調斉に基づき、職務特質ごとの目標管理のコンティンジェンシー・
アプローチを考察する。
論文全体の構成は以下のとおりである。まず、第l章では、米国での目標管理の毘開過程に基づいてそ
の理論的特徴を示し、本論文での同様管関の定義を明確にする。第2章では、白木の目標管理の展開段階
を4つの時期にわけで考察し、第1章でみた米国のそ祢と比較する。第3章では、目標管理の効果を客観
的に測定した先行研究をレビューし、目標管理の効果測定の可能性、その方法、そして客観的な効果の有
無を考察する。これらが本論文の前半であり、理論的分析である。
本論文の後半は実証的分析である。まず、第4章では、在自文化学メーカ-.1¥社の事例から実際の目標管理
のしくみを述べる。目標管理と人事評価制度の関係、目標管理の処遇への反映方法、目標管理の賃金への
影響度を実際の数値を使って説明する。第5章では、 A社を対象としたアンケートをもとに、部門および階
層ごとの目標管理の運用状侃の違いを分析するo最後に、第6章では、職務特質と目標管理の展開状況の
関係を分析し、その結果から目標管理のコンティンジェンシー・アプローチを考察する。ここでは、環境
の変化の影響を受けにくい固定的な職務特質に適合的な「目標の受谷と台ー成のための臼標管PfU、それとは
反対に非固定的で環境変化からの影響が大きい職務特質に適合的な「相瓦調整のための目標管理」、そして
この2つの間にある職務特質に適合的な「契約交渉のための目標管理」を提示するG
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論文審査の結果の要旨
本論文は、職務の特質が目標管理の展開状況に与える影響を分析し、その結果から、目標管理の効果が
職務特質によって異なるとする、目標管理の職務コンティンジェンシ一理論の成立を実証的に明らかにし
た論文である。目標管理は、 1954年にドラッカー (P.F.Drucker)が「目標と自己統制による管理」とし
て提示したことに始まるとされ、わが固においても1960年代の前半から導入が進み、近年では多数の企業
が関心を示しているが、目楳管理にかんする研究の多くはその手続きの解説やアメリカにおける理論の紹
介であり、また実務の面でも少なからず問題を抱えている現状にある。この論文は、こうした 2つの側面
の諜題を強く意識しつつ、目標管理を理論的かっ実証的に追及する中から、目標管理の職務コンティンジェ
ンシ一理論を主張しているところにその特徴がある。
この論文の構成は、目的，志識および研究課題を述べた序章と、結論および残された課題をまとめた終章
を除いて、目標管理の理論的分析に充てられた第I部3章と、実証的分析を行った第H部3章の、合計 2
郎6章からなっている。まず第1章ではアメリカにおける目標管理の発展過程を 5期に分けて詳細に跡づ
け、著者独自の目標管理の構成要件と定義が提示される。次いで、第2章では日本における目標管理の発
展過程を4つの発展段階として跡づけた上で日米の同標管理の特徴が比較検討され、第3草ーでは目標管理
の効果にかんする先行研究をレビューし目標管理の効果測定の可能性、その方法、および客観的な効果の
有無が検討される。第E部の実証的分析では、まず第4章で在阪大手化学メーカ-A社の目標管理の仕組み
とその特質が内部資料を中心に明らかにされ、第5章ではA社の従業員を対象としたアンケート調査をもと
に、部門別、階層別の目標管理の展開状況が分析され、部門別では営業部門が最もよく展開され、次いで
研究・開発、間接部門となり、製造部門で最も展開が困難であること、また階層別では上位層ほど展開状
況がよく、ト位層では困難であるという調査結果がぶされ、その原因が吟味される。その上で第6章では、
A祉における目標管理の展開状況と職務特質との相関分析から、業績評価制度としての目標管理と職務進行
の結果と手段の明確性が中程度の職務=営業職との聞の適合関係を実証し、これを「契約交渉のための目
標管理」として類型化するとともに、さらに「相互調整のための同様管理」、「目法の受容と育成のための
目標管理」の2つの職務適合的な目標管理の型が提示される。
本論文の意義はまず第1に、職務特質と目標管理のあり方との聞の適合関係を具体的に明らかにし、目
標管理の職務コンティンジェンシー理論への道を拓いた点にある。日米両国においてこのような研究の方
向性と必要性を示唆する若干の業績はあるが、中身を具体的かっ体系的に展開するまでにはいたっておら
ず、本論文は著者独自の貢献として高く評価される。第2に、この研究では、 A社の全従業員3，000名を対
象としたアンケートをもとに、目標管理の展開状況と職務特質との聞の関係が詳細な統計的分析から導き
出されており、膨大なデータによる裏付けとなる統計的処理を単独で行った点も高く評価される。第3に、
アメリカと日本における目標管理の展開過程およひ‘目標管理の効果にかんするレビューは綿密かっ徹底し
ており、これによって、ドラッカーの提唱になる以前のアメリカの実務界に目標管理の起源を見いだした
ことはこの研究の重要な貢献である。残された課題として、この研究成果と全社的なマネジメント・シス
テム側面との接合の問題があるが、この課題は上述の意義を損なうものではない。よって、審告委員会は
本論文が博士(経営学)の学位授与に備するものであると判断した。
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